
実践モデルと、新事業開発の作成手法を学べる！

県内事業者の取り組み事例と新規事業開発手法の紹介県内事業者の取り組み事例と新規事業開発手法の紹介

新事業開発モデル紹介セミナー新事業開発モデル紹介セミナー

7/24
鳥取会場

13:30～16:30

鳥取県立生涯学習センター
（県民ふれあい会館）５階　講義室
  （鳥取市扇町 21番地）

7/25
米子会場

13:30～16:30

米子コンベンションセンター
５階　第６会議室
  （米子市末広町 294）

7/24 7/25月 火

【共通講師】
りそな総合研究所（株）　リーナルビジネス部長　　　　藤 原　明　 氏

地域コミュニティ支援・企業・起業家支援のスペシャリスト、日本を突破する１００人に選出

裏面につづく

＜鳥取会場：事例紹介企業＞ ＜米子会場：事例紹介企業＞

ふじわら　　　あきら

株式会社丸由

代表取締役社長
岡　周一　氏
おか　　しゅういち 千代むすび酒造株式会社

社長室長
岡空　拓己　氏

米子空港ビル株式会社
顧問
増田　豊　氏
ますだ　　　ゆたか

おかそら　　 　たくみ

○本事業は厚生労働省の「地域活性化雇用創造プロジェクト」の採択を受け、地域に
　良質な雇用を産み出すため鳥取県が実施する事業（通称：地プロ）です。
○事業の効果検証のため、利用企業は年２回の雇用実績調査にご協力ください。

地
プ
ロ
の
ご
案
内

「サイネージを活用した新しい百貨店への挑戦」 「国内外ウイスキー愛好家市場の開拓」

株式会社弁慶丸

副社長
河西　信明　氏
かわにし　　　のぶあき

「SNS発信による魚をさばけない若年層市場の開拓」「一本足打法の経営からの脱却」

受講料
無料

新事業開発の
「カギ」がここにある

新事業開発の
「カギ」がここにある

会場参加　２０社（１社２名まで）　リモート参加（無制限） 会場参加　２０社（１社２名まで）　リモート参加（無制限）



本事業の対象者
製造業、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、運輸業、郵便業及び情報通信業の分野等の指定業種事業
者で、危機感を持って自社に向き合い、新規事業、新製品、新商品、新サービス等の開発に取り組む経営者層、
事業計画の策定を行う中核人材、設計・企画担当者、管理職を対象とします。

セミナー内容

講師紹介

第１部　　県内事業者を交えた、新規事業開発事例の紹介（パネルディスカッション形式）
第 2部　　リーナル式新規事業開発手法の紹介　（セミナー形式）
テーマ　「今、企業に求められる、強みと課題の関係性に基づく変革」
内　容　・リーナル式ビジネスプラン作成手法の概略を理解し、具体的な事業プラン作成プロセスを理解する

・ケーススタディとして昨年度ワークショップ参加事業者様のプラン策定プロセスを辿る
・8月開催「新ビジネスプラン作成ワークショップ」のご案内

大阪市立大学商学部卒業後、大和銀行（現りそな銀行）入社。りそなショックを契機とした、
「新しい銀行像を創ろう！」という経営TOPに応える形でREENAL（RESONA＋REGIONAL）
プロジェクトを展開。2007年8月米国国務省IVLP（インターナショナル・ビジター・リーダー
シップ・プログラム）招聘。2014年りそな総合研究所リーナルビジネス部長。多くのケーススタ
ディをベースにREENAL式手法を確立し、地域コミュニティ支援・企業・起業家支援を手掛
け、5年間で500以上のプラン策定に関わる。現在、関西学院大学人間福祉学部・武庫川女子大学経営学部非常勤講師他
多数兼務。雑誌『ＡＥＲＡ』では「日本を突破する100人」に選出。  

ふじわら あきら

問合せ先

E-Mail： koyouseisaku@pref.tottori.lg.jp電話： 0857-26-8476
〒680-8570 鳥取市東町１丁目２２０番地　鳥取県 商工労働部 雇用人材局 雇用政策課　担当：米澤

お申し込み方法

お申し込みは「とっとり電子申請システム（以下URL）からお願いします。
　https://apply.e-tumo.jp/pref-tottori-u/offer/offerList_detail?tempSeq=8854

●お申込みは「とっとり電子申請システム」のみで受付致します。
　「とっとり電子申請システム」を利用できない場合は個別にご相談ください。

　●「雇用人材局のメールサービス」にもご登録をお勧めします。以下の情報をメール
　　でお届けします。
　　　補助金の募集、セミナー開催、イベント案内、その他支援等、詳しくは、雇用
　　　人材局ホームページをご確認ください。
　　　https://www.pref.tottori.lg.jp/koyou-jinzai/

【とっとり電子申請システム】

【雇用人材局ホームページ】


